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辰 野 :i容 -

夏季体業期間等における公立学校の教育職員の動務管理について (通知 )

完全学校週5日制の実施に伴う公立学技の教育職員の動務時間の取扱いについては、既

に 「完全学技過5 日制の実施に伴う公立学技の教職員の動務時間の取扱い等につ・いて  J

( 平 成 1 4 年 3月4日初等中等教育企画課長通知) においてお願いしたところであり、 :t量:

教育委員会におかれましても、 5i.意お取り組みいただいているところと承知しております.
改めて言うまでもないことでありますが、今日、  教育行政においては、 その透明性を高

め、 公教育に対する地壊住民や保發者の方々の信頼を確保することが益々重要となってお

ります。

今月中にも始まる本年度の夏季体業期間についても、  「まとめ取り方式」魔止後、  初の

長期休業期間であることから、 この間の教員の動務状況について地域住民や保發者等の疑

念を1liiかれないことはもとより 、 この休業期間を教職員の資質向上等に有効に活用し . 情

報公開等においても十分理解を得られるよう、 動務管理の適正を徹底することは極めて重

要であります.
このため、 費-教育委員会におかれては、 改めて、 所管の学校に対し、 下記事項に留意し
て動務管理の適正につき指導の微底を國るとともに、 域内の市町村教育委員会に対しても、

・

所管の学技に対し、 下記の事項に留意して指專の徹底がなされるようぉ願いいたします。

なお、更華休業期間終了後に、下記事項の取組状況等にっいて調査を実施したいと考え

ておりますので、念の為、申し添えます.



記

1 長期休業期間中の動務を要する日は、 当然のことながら、 給与上有給の取り:iiiしいをさ

れていることを踏まえ、本長期休業期間を活用して、以下のような取組みを充実し、 裁

職員の資質向上や教育活動の一用の充実等に努めること。

( l )  初任者研修、 経験者研修等の教育委員会が行う研修の実施

( 2 )  各学技における計画的な研修の実施

( 3 )  教育センタ一等における教員の自主的研修の支援

( ,lL ) 各学校における教材研究、 授業研究の実施

( 5 )  児:1ii生徒の実態等に応じた通切な歡育活動の実施

2 教育公務員特例法 ( 昭和 2 4年法律第 1号 )  第20条第2項に整一づ く 研修  (以下 「職

専1免研修」 と い う 。 ) に'ついて、以下の点に留 ;'舊1:.しっつ、その通正な理用に努めること。

( l )  職専免研修は、 職務に専念する装務の特例として設けられているものであるが、  当

然のこ ・と なが ら 、教員に 「権利 」 を付与する ものではな く 、職専免研修を承認するか

否かは、 所屆長たる校長が、 その統限と 二l資任におい て、 通切に判断して行 う ものであ

る こ と.
( 2 )  職専免研修の承認を行うに当たっては、 当然の こ と な が ら 、 自宅での休義や自己の

用務零の研修の実11l基を伴わない も のは も と よ り 、  職務 と全 く開係のない よ う な も のや

破務への反映が認められなぃもの等 、 その内容 - 実施態様からして不適当と考えられ
る ものについて承認を与えることは通当ではないこと.

( 3 ) ま た 、職専免研修を特に自宅で行う場合には、保言要者や地域住民等の誤解を招くこ

とのないよう 、 研修内容の把握 ・ 確認を微底するこ とはも とよ り 、 自宅で研修を行う

必要性の有無等にっいて通正に判断する こ と 。

( 4 )  このため. 事前の研修計画審及び研修後の報告番'の提出等により研修内容の把 t量 -
確認の1設底に努めること。 なお 、 計画審や報告 :審の様式等にっいては 、 保111要.者や:地域

住民等の理解を十分得られるものとなるよう努めること。

(5 )  なお、  職専j,i研修にっいて、  「白宅研修」 との名称を用いている場合には 、 職専免

研修が. あたかも自宅で行うことを通例や原則とするか如き誤解が生じなぃ よ う 、 そ

の名称を「承認研修」等に見直すことも考えられること。



(参考)

a_理i室 学 週5 雖四W M、て 平成l 4 3月4日 ' 官、 知) 抄) ?
2 教育課程上及び学校運営上の対応

( 2 )  学校運営上の対応

⑧教員の動務時間にっいて
各学校及び教育委員会においては、いわゆる「まとめ取り方式J の廃止により、

長期休業期間に動務を要する日が增えることを踏まえ、 学校教育の一届の充実の
ため、 長期休業期間中における教員の動務時間の有効活用を図ること。

④教職員の研修等にっいて
各学校及び教育委員会においては、教員の研修や教材研究について、例えば、

学習指導の改善を図るための校内授業研究会や情報交換会、 教員の視野を拡げる

ための研修を行うなど、 その充実を図ること。 その際、 次の点に配慮すること。

ア 初任者研修、経験者研修等各種研修にっいて、良華,休業日等を活用するなど、
研修時間の確保・内容の充実に努めること。

イ 研修の:場や機会、研修に関する情報を提供するなど、教員の自主的・主体的

研修を奨励・支援するよう努めること。

ウ 教育公務員特例法第20条第2項に基づく研修にっいては、 動務時間中に職
務専念義務が免除されるものであり、給与上も有給の扱いとされていることな

どを踏まえ、 計画警や報告審の提出等により、研修内容の把握 - 確認を徹底す
ること。

〇「室全学校過5日_制の実施に伴i ,公 伴 う公立学校の教職員の動務学校の教1確員の動務時間の取扱い.登1iこ:?いて」
_? ? ? ??月_4日初等中等教育i 等中等fl育企_画課長通知) (抄)
3 その他の留意事項

( l )  ぃわゆる「まとめ取り方式」の廃止により、 夏季、冬季等における長期間の学

校の休業日 (長期休業期間という。以下同じ。)に動務を要する日が増えることを

踏まえ、 各学校における児董生徒等の実態等に応じた適切な教育活動のエ夫、・ 教
員の資質能力の向上を図るための、 各学校における計画的な研修の実施や教育セ

ンタ一等における教員の自主的研修の支援など、 学校教育の一,届の充実を図る観
点から、 長期休業期間中における動務時間の有効活用を図ること。

(2) 教育公務員特例法(昭和24年法律第1号)第20条第2項に基づく研修にっ
いては、 動務時間中に職務専念義務が免除されるものであり、 給与上も有給の扱

いとされていることなどを踏まえ、 地域住民等から見ても研修としてふさわしい

内容・意義を有することはもとより、 真に教員の資質向上に資するものとなるよ

う、事前の研修計画書や研修後の報告書の提出等により、研修内容の把握・確認

を徹底すること。


